
第124回定時株主総会
その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

＜連結計算書類＞
　・連結株主資本等変動計算書
　・連結注記表

＜計算書類＞
　・株主資本等変動計算書
　・個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条 2 項の規定
に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に送付する交付書面に
は記載しておりません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわら
ず、電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を、
株主様に一律でご送付しております。



連結株主資本等変動計算書
（自2025年４月１日至2026年３月31日）

（単位：千円）

株　　　主　　　資　　　本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 9,957,442 5,857,768 △ 86,793 15,828,418
当期変動額

剰余金の配当   △ 153,163  △ 153,163
親会社株主に帰属する
当期純利益   353,218  353,218

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 200,055 － 200,055
当期末残高 100,000 9,957,442 6,057,824 △ 86,793 16,028,474

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 1,615,948 128,995 1,744,943 197,100 17,770,462
当期変動額

剰余金の配当    △ 153,163
親会社株主に帰属する
当期純利益    353,218

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 361,808 188,982 550,791 5,885 556,676

当期変動額合計 361,808 188,982 550,791 5,885 756,732
当期末残高 1,977,756 317,978 2,295,734 202,985 18,527,194
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

（1）連結の範囲に関する事項
　　‌　�連結子会社は株式会社光村プロセス、株式会社城南光村、光村商事倉庫株式会社、株式会社メディア光村、光村高速オフセ

ット株式会社、株式会社大洲及び新村印刷株式会社の７社であり、非連結子会社はありません。
（2）持分法の適用に関する事項
　　‌　�持分法適用会社はありません。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　　‌　�連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

（4）会計方針に関する事項
　①　重要な資産の評価基準及び評価方法
　　ア　有価証券　　　　　その他有価証券
　　　　　　　　　　　　　　市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　　　　　　�時価法にて評価しております｡（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております｡）
　　　　　　　　　　　　　　市場価格のない株式等
　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法にて評価しております。
　　　　　　　　　　　　　　　�なお、投資事業組合への出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。
　　イ　棚卸資産　　　　　�製品、仕掛品は主として売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、原材料は

主として先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）にて評価しております。
　②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　ア　有形固定資産(リース資産を除く）定率法によっております。
　　　　　　　　　　　　　�但し､一部の建物（建物附属設備を除く）及び機械装置は、定額法によっております。
　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　建物及び構築物　　　　　３年〜50年
　　　　　　　　　　　　　機械装置及び運搬具　　　２年〜15年
　　イ　無形固定資産(リース資産を除く）定額法によっております。
　　　　　　　　　　　　　�なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。
　　ウ　リース資産　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産
　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　③　重要な引当金の計上基準
　　ア　貸倒引当金　　　　�債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　　イ　賞与引当金　　　　�従業員に対して支給する賞与に充当するため、支給見込み額のうち当連結会計年度の負担額を計上し

ております。
　④　重要な収益及び費用の計上基準
　　�当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足

する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
　　ア　印刷事業
　　　　�印刷事業においては、一般印刷、新聞印刷等の製造及び販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す

義務を負っております。このような製品の販売は、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の
期間である場合、顧客へ製品を出荷した時点で収益を認識しております。有償受給取引については、顧客から購入した原
材料等の支払いが、顧客に支払われる対価に該当するものと判断した場合、当該金額を取引価額から減額した額を収益と
して認識しております。

　　イ　産業資材・電子部品製造事業
　　　　�産業資材・電子部品製造事業においては、スクリーン印刷製品及びエッチング精密製品の製造及び販売を行っており、顧

客との販売契約に基づいて製品を引き渡す義務を負っております。このような製品の販売は、出荷時から当該製品の支配
が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、顧客へ製品を出荷した時点で収益を認識しております。

　⑤　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　退職給付に係る会計処理の方法
　　　　�退職給付に係る負債（または退職給付に係る資産）は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込

み額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
　　　　�なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込み額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については期間定

額基準によっております。
　　　　過去勤務費用は、発生年度に全額費用処理しております。
　　　�　�数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　　　　�未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る

調整累計額に計上しております。
　　　�　�連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法を採用しております。
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２．会計上の見積りに関する注記
　　　�会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度以降に係る連

結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性のあるものは以下のとおりです。
　　　　固定資産の評価
　　　　　①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　　　　　　フォーム印刷事業　　　3,379,747千円
　　　　　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する情報
　　　　　　　　�当社グループは、各資産グループにおいて、収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グ

ループから得られる割引前将来キャッシュ・フローに基づいて、減損損失の認識の要否を判定することとしております。
　　　　　　　　�減損損失を認識すべきと判定した場合は、減損損失の測定を行って帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。
　　　　　　　　なお、回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により算定しております。
　　　　　　　　�市場環境の変化等により回収可能価額が低下した場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、減損損失

を計上する可能性があります。

３．会計上の見積りの変更に関する注記
　　　�退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異の費用処理年数は、従来、従業員の平均残存期間以内の一定の年数と

して10年で費用処理しておりましたが、平均残存勤務年数がこれを下回ったため、当連結会計年度より費用処理年数を９年
に変更しております。

　　　なお、当該変更による当連結会計年度の損益に与える影響は軽微です。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）担保提供資産及び担保資産に対応する債務
　　担保提供資産
　　　建物及び構築物	 1,932,149	千円
　　　土地		  505,406
　　　投資有価証券	 357,829　　
　　　　　　　計	 2,795,385　　
　　担保資産に対応する債務
　　　短期借入金	 1,460,000	千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額	 33,541,145	千円
　　（注）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

５．連結損益計算書に関する注記
（1）固定資産売却益
　　　川越工場の一部機械装置の譲渡等を行ったことによるものです。

（2）投資有価証券売却益
　　　�保有資産の効率化と財務体質の強化を図るため、当社グループが保有する投資有価証券３銘柄を売却したことによるものです。

（3）退職給付制度終了益
　　　�当社が行っていた新聞印刷生産機能を連結子会社である光村高速オフセット株式会社へ移管したことに伴い、本生産機能に

従事する従業員の転籍を実施したことが「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）に
定める大量退職に該当するため、退職給付制度の一部終了に準ずる会計処理を実施したことによるものです。

（4）減損損失
　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
　　　（　）内は報告セグメントを表しております。

　　　�当社グループは減損損失を把握するに当たっては、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理区分に基づき、資産
のグループ化を行っております。

　　　�当社及び新村印刷株式会社の狭山工場（印刷）について、直近の動向を踏まえた将来の回収可能性を検討した結果、上記資
産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。なお、回収可能価額は不動産鑑定価
額等に基づく正味売却価額により測定しております。

　　　�株式会社光村プロセスについて、直近の動向を踏まえた将来の回収可能性を検討した結果、上記資産の帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。なお、回収可能価額は将来キャッシュ・フローが見込めない
ため零として評価しております。

　　　�当社の那須工場（産業資材・電子部品製造）について、直近の動向を踏まえた将来の回収可能性を検討した結果、上記資産
の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。なお、回収可能価額は不動産鑑定価額
等に基づく正味売却価額により測定しております。

場所 用途 種類 減損損失

埼玉県狭山市 光村印刷株式会社
狭山工場（印刷） 機械装置及び運搬具 15,159

埼玉県狭山市 新村印刷株式会社
狭山工場（印刷）

機械装置及び運搬具、工具器具備品、
リース資産、無形固定資産 327,037

東京都品川区 株式会社光村プロセス（印刷） リース資産 9,890

栃木県大田原市 光村印刷株式会社
那須工場（産業資材・電子部品製造）

建物及び構築物、機械装置及び運搬具、
工具器具備品、リース資産、土地 565,463

（単位：千円）
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（5）工場移転関連費用
　　　狭山工場における設備の移転費用等です。

（6）解体撤去関連費用
　　　川越工場の一部建物の解体に係る費用です。

（7）割増退職金
　　　当社から光村高速オフセット株式会社へ転籍した従業員に支給した割増退職金です。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式総数に関する事項
　　　普通株式	 3,103,420	株

（2）自己株式に関する事項
　　　普通株式	 40,154	株

（3）配当に関する事項
　①　配当金支払総額	 153,163	千円
　②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末日後となるもの
　　　�2026年６月29日開催の定時株主総会の議案として、利益剰余金の処分として期末配当に関する事項を次のとおり付議いた

します。
　　　配当金の総額	 153,163	千円
　　　配当の原資	 利益剰余金	
　　　１株当たりの金額	 50円
　　　基準日	 2026年３月31日
　　　効力発生日	 2026年６月30日

７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　　　�当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産等を中心に行い、資金調達については銀行借入やリース取引等

によっております。
　　　�受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に従いリスク低減を図っております。また、投資有価証券で

ある株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。
　　　短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、設備投資においてはリース取引も利用しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　　　�2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
　　　�なお、「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「有価証券」「支払手形及び買掛金」「短期借入金」については、現金であること、

または短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　　　�金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
　　　レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　　　�時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルの

うち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
　　①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（＊１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊２）�市場価格のない株式等及び連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については、

「その他有価証券」には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりです。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額（＊1︎） 時価（＊1） 差額

①　投資有価証券
　　その他有価証券（＊2） 5,445,436 5,445,436 	 ─
②　リース債務（＊3） （880,449） （822,076） （58,372）
③　建設協力金（＊4） （269,878） （241,595） （28,283）

（＊３）リース債務は流動負債及び固定負債の金額を合算して表示しております。
（＊４）建設協力金は流動負債の「その他」及び固定負債の「その他」に含まれております。

（単位：千円）
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 18,309
投資事業組合への出資 239,638

（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 5,445,436 ─ ─ 5,445,436
資産計 5,445,436 ─ ─ 5,445,436
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　　②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
　　投資有価証券
　　　�上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価

に分類しております。
　　リース債務
　　　�これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算

定しており、レベル２の時価に分類しております。
　　建設協力金
　　　�これらの時価は、契約期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローと、契約期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

８．賃貸等不動産に関する注記
（1）賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　当社グループでは、東京都に賃貸用のオフィスビル（土地を含む）等を有しております。

（2）賃貸等不動産の時価に関する事項

９．収益認識に関する注記
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　�「1.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　（4）会計方針に関する事項　④重要な収益及び費用

の計上基準」に記載のとおりです。
（3）�顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存

在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報
　①　契約資産及び契約負債の残高等
　　　�契約資産と顧客との契約から生じた債権は、連結貸借対照表において受取手形及び売掛金として表示しており、契約資産は

ありません。また、契約負債は独立した科目で表示しております。そのため、契約資産及び契約負債の残高等の記載を省略
しております。

　②　残存履行義務に配分した取引価格
　　　�当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な

契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格
に含まれていない重要な金額はありません。

10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額	 5,981.92	円
（2）１株当たり当期純利益金額	 115.31	円

11．重要な後発事象に関する注記
　　　該当事項はありません。

12．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

リース債務 ─   822,076 ─   822,076
建設協力金 ─   241,595 ─   241,595
負債計 ─   1,063,671 ─   1,063,671

（注）１　連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額です。
　　 ２　�当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額（指標等を用い

て調整を行ったものを含む。）です。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額 時価

賃貸等不動産 2,507,830 14,884,620

印刷 産業資材・
電子部品製造 不動産賃貸等 合計

一般印刷 9,111,088 ─ ─ 9,111,088
新聞印刷 4,167,321 ─ ─ 4,167,321
エッチング精密製品 ─ 313,651 ─ 313,651
スクリーン印刷製品 ─ 58,788 ─ 58,788
太陽光発電 ─ ─ 49,718 49,718
顧客との契約から生じる収益 13,278,410 372,440 49,718 13,700,569
その他の収益 ─ ─ 432,595 432,595
外部顧客への売上高 13,278,410 372,440 482,313 14,133,164

（注）その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号　2007年３月30日)等に基づく賃貸収入です。

（単位：千円）
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（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当期首残高 △ 86,793 14,645,393 1,628,540 1,628,540 16,273,933
事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △ 153,163 △ 153,163
　当期純利益  862,816 862,816
　圧縮積立金の取崩 ─ ─
　株主資本以外の項目
　の事業年度中の
　変動額（純額）

344,951 344,951 344,951

事業年度中の
変動額合計 ─ 709,653 344,951 344,951 1,054,604

当期末残高 △ 86,793 15,355,046 1,973,491 1,973,491 17,328,538

株主資本等変動計算書
（自2025年４月１日至2026年３月31日）

（単位：千円）
株　　　主　　　資　　　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計圧縮積立金 退職給与

積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 100,000 4,449,556 5,507,886 9,957,442 701,359 910,865 2,700 2,000,000 1,059,818 4,674,743
事業年度中の変動額
　剰余金の配当 △ 153,163 △ 153,163
　当期純利益 862,816 862,816
　圧縮積立金の取崩 △ 49,477 49,477 ─
　株主資本以外の項目
　の事業年度中の
　変動額（純額）
事業年度中の
変動額合計 ─ ─ ─ ─ ─ △ 49,477 ─ ─ 759,130 709,653

当期末残高 100,000 4,449,556 5,507,886 9,957,442 701,359 861,387 2,700 2,000,000 1,818,949 5,384,396
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
　①　有価証券　　　　　　子会社株式
　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法にて評価しております。
　　　　　　　　　　　　　その他有価証券
　　　　　　　　　　　　　　市場価格のない株式等以外のもの
　　　　　　　　　　　　　　　‌�時価法にて評価しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。）
　　　　　　　　　　　　　　市場価格のない株式等
　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法にて評価しております。
　　　　　　　　　　　　　　　�なお、投資事業組合への出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によっております。
　②　棚卸資産　　　　　　製品
　　　　　　　　　　　　　　‌�売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）にて評価しております。
　　　　　　　　　　　　　原材料
　　　　　　　　　　　　　　‌�先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）にて評価しております。
　　　　　　　　　　　　　仕掛品
　　　　　　　　　　　　　　‌�売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）にて評価しております。
（2）固定資産の減価償却の方法
　①　有形固定資産（リース資産を除く）定率法によっております。
　　　　　　　　　　　　　‌�但し､建物については、定額法によっております。
　　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　建物　　　　　３年〜50年
　　　　　　　　　　　　　機械装置　　　２年〜15年
　②　無形固定資産（リース資産を除く）定額法によっております。
　　　　　　　　　　　　　‌�なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。
　③　リース資産　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
（3）引当金の計上基準
　①　貸倒引当金　　　　　‌�債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
　②　賞与引当金　　　　　‌�従業員に対して支給する賞与に充当するため、支給見込み額のうち当事業年度の負担額を計上してお

ります。
　③　退職給付引当金　　　‌�従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。
　　　　　　　　　　　　　�退職給付の算定にあたり、退職給付見込み額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。
　　　　　　　　　　　　　�過去勤務費用は発生年度に全額費用処理しております。
　　　　　　　　　　　　　�数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。
　　　　　　　　　　　　　�なお、当社は退職給付制度として退職一時金制度と確定給付企業年金制度を併用しており、確定給付

企業年金制度については、年金資産残高が退職給付債務を超過しているため、その超過額を前払年金
費用として「投資その他の資産」の「その他」に計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
　�当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点
（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
　①　印刷事業
　　　�印刷事業においては、一般印刷、新聞印刷等の製造及び販売を行っており、顧客との販売契約に基づいて製品を引き渡す義

務を負っております。このような製品の販売は、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間
である場合、顧客へ製品を出荷した時点で収益を認識しております。

　②　産業資材・電子部品製造事業
　　　�産業資材・電子部品製造事業においては、スクリーン印刷製品及びエッチング精密製品の製造及び販売を行っており、顧客

との販売契約に基づいて製品を引き渡す義務を負っております。このような製品の販売は、出荷時から当該製品の支配が顧
客に移転される時までの期間が通常の期間である場合、顧客へ製品を出荷した時点で収益を認識しております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　退職給付に係る会計処理　‌�退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における会計処理の方法

と異なっております。
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２．会計上の見積りに関する注記
　　　‌�会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度以降に係る計算書類に重要

な影響を及ぼす可能性のあるものは以下のとおりです。
（1）関係会社株式の評価
　　①　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　　関係会社株式	 1,357,538	千円
　　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する情報
　　　　　‌�市場価格のない関係会社株式は、実質価額が著しく低下し、かつ回復可能性が見込まれない場合に減損処理を実施する

こととしております。
　　　　　実質価額は、将来の事業計画または資産等の時価評価に基づく評価差額等を加味した純資産額に基づいて算定しております。
　　　　　�将来の不確実な経済条件の変動などによって実質価額が著しく低下した場合は、減損処理が必要となり、翌事業年度以

降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
（2）固定資産の評価
　　①　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　　フォーム印刷事業	 3,041,891	千円
　　②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りに関する情報
　　　　　�当社は、各資産グループにおいて、収益性の低下等により減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから

得られる割引前将来キャッシュ・フローに基づいて、減損損失の認識の要否を判定することとしております。
　　　　　�減損損失を認識すべきと判定した場合は、減損損失の測定を行って帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。
　　　　　�なお、回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金額により算定しております。
　　　　　�市場環境の変化等により回収可能価額が低下した場合、翌事業年度以降の計算書類において、減損損失を計上する可能

性があります。

３．会計上の見積りの変更に関する注記
　　　‌�退職給付に係る会計処理において、数理計算上の差異の費用処理年数は、従来、従業員の平均残存期間以内の一定の年数と

して 10年で費用処理しておりましたが、平均残存勤務年数がこれを下回ったため、当事業年度より費用処理年数を９年に
変更しております。

　　　‌�なお、当該変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微です。

４．貸借対照表に関する注記
（1）担保提供資産及び担保資産に対応する債務
　　担保提供資産
	 建物	 1,932,149	千円
	 土地	 505,406
	 投資有価証券	 357,829　　
	 　　　　計	 2,795,385
　　担保資産に対応する債務
	 短期借入金	 1,460,000	千円
（2）有形固定資産の減価償却累計額	 30,225,665	千円
　　（注）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
（3）関係会社に対する金銭債権・債務
　　　‌�短期金銭債権	 733,279	千円
　　　短期金銭債務	 698,003
　　　長期金銭債権	 31,505

５．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高
　　　　‌�売上高	 438,092	千円
　　　　営業費用	 991,451
　　　　営業取引以外の取引高	 947,384
（2）固定資産売却益
　　　�川越工場の一部機械装置の譲渡等を行ったことによるものです。
（3）退職給付制度終了益
　　　�当社が行っていた新聞印刷生産機能を連結子会社である光村高速オフセット株式会社へ移管したことに伴い、本生産機能に

従事する従業員の転籍を実施したことが「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）に
定める大量退職に該当するため、退職給付制度の一部終了に準ずる会計処理を実施したことによるものです。

（4）投資有価証券売却益
　　　�保有資産の効率化と財務体質の強化を図るため、当社が保有する投資有価証券３銘柄を売却したことによるものです。
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（5）減損損失
　　　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
　　　　（　）内は報告セグメントを表しております

　　　�当社は減損損失を把握するに当たっては、原則として、継続的に収支の把握を行っている管理区分に基づき、資産のグルー
プ化を行っております。

　　　�狭山工場（印刷）について、直近の動向を踏まえた将来の回収可能性を検討した結果、上記資産の帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。なお、回収可能価額は不動産鑑定価額等に基づく正味売却価額に
より測定しております。

　　　�那須工場（産業資材・電子部品製造）について、直近の動向を踏まえた将来の回収可能性を検討した結果、上記資産の帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。なお、回収可能価額は不動産鑑定価額等に基
づく正味売却価額により測定しております。

（6）工場移転関連費用
　　　狭山工場における設備の移転費用等です。
（7）解体撤去関連費用
　　　川越工場の一部建物の解体に係る費用です。
（8）割増退職金
　　　当社から光村高速オフセット株式会社へ転籍した従業員に支給した割増退職金です。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　　　自己株式数に関する事項
　　　　普通株式	 40,154	株

７．税効果会計に関する注記
　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
　　　　（繰延税金資産）
　　　　貸倒引当金	 30,555	千円
　　　　賞与引当金	 20,358
　　　　退職給付引当金	 206,834
　　　　ゴルフ会員権評価損	 1,895
　　　　関係会社株式評価損	 353,369
　　　　減価償却費超過額（減損損失を含む）	 860,952
　　　　繰越欠損金	 106
　　　　その他	 26,893
　　　　　繰延税金資産小計	 1,500,965
　　　　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額	 △ 106
　　　　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額	 △ 1,147,663
　　　　　繰延税金資産合計	 353,195
　　　　（繰延税金負債）
　　　　前払年金費用	 286,557
　　　　その他有価証券評価差額金	 1,055,809
　　　　圧縮積立金	 465,866
　　　　その他	 13,594
　　　　　繰延税金負債合計	 1,821,827
　　　　　繰延税金負債の純額	 1,468,631

場所 用途 種類 減損損失

埼玉県狭山市 光村印刷株式会社
狭山工場（印刷） 機械装置及び運搬具 37,300

栃木県大田原市 光村印刷株式会社
那須工場（産業資材・電子部品製造）

建物及び構築物、機械装置及び運搬具、
工具器具備品、リース資産、土地 565,463

（単位：千円）
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８．関連当事者との取引に関する注記
（1）主要株主等

（2）子会社

９．収益認識に関する注記
　　　�顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類　連結注記表「1.連結計算書類の作成のた

めの基本となる重要な事項に関する注記　（4）会計方針に関する事項　④重要な収益及び費用の計上基準」に同一の記載を
しているため、注記を省略しております。　

10．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額	 5,656.88円
（2）１株当たり当期純利益	 281.67円

11．重要な後発事象に関する注記
　　　�該当事項はありません。

12．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（注）１．‌�資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間１年としております。なお、
担保は提供しておりません。

　　　２．‌�用紙・材料の支給については、一般取引条件を参考に双方協議の上、価格を合理的に決定しております。

（単位：千円）

属 性 会 社 等
の 名 称 住 所 資本金又は

出 資 金
事 業 の
内 容
又は職業

議 決 権 等 の‌
所有（被所有）‌
割 合

関 係 内 容
取引の
内 容 取 引 金 額 科 目 期末残高役員の

兼任等
事 業 上‌
の 関 係

子会社
光 村 商 事‌
倉 庫‌
株 式 会 社

東京都
品川区     20,000 倉庫及び

運送
（所有）
直接 間接
100％ ―％

兼任
２名

製品の組立
の委託、製品
の保管・梱包
輸送の委託、
営業用土地・
建物の賃貸

資金の
借 入

資金の
返 済

400,000

400,000

短 期‌
借入金 400,000

子会社 新 村 印 刷‌
株 式 会 社

東京都
品川区   100,000 印刷

（所有）
直接 間接
100％ ―％

兼任
２名

印刷の委託
及 び 受 託、
営業用土地・
建物の貸借

用 紙・
材料の
支 給

708,746 未 収
入 金 470,079

（注）取引条件ないし取引条件の決定方針等
　　　当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件で行っております。

（単位：千円）

属 性 会 社 等
の 名 称 住 所 資本金又は

出 資 金
事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等 の‌
所有（被所有）‌
割 合

関 係 内 容
取引の
内 容 取 引 金 額 科 目 期末残高役員の

兼任等
事 業 上‌
の 関 係

主要株主
（会社等）
が議決権
の過半数
を所有し
ている会
社等（当
該会社等
の子会社
を含む）

ＤＩＣグラ
フィックス
株 式 会 社

東京都
中央区   500,000

各 種 印 刷 用
イ ン キ 等 の
製 造 販 売

（ 被 所 有 ）
直接 間 接
1.0 ％ ― ％

なし 原 材 料
の 購 入

原材料
仕 入 413,091

支 払
手 形
買 掛 金

117,323
39,547

三 菱 王 子
紙 販 売
株 式 会 社

東京都
墨田区   600,000

洋 紙・ 板 紙・
パルプ・製紙用
工業薬品の卸売

（ 被 所 有 ）
直接 間 接
0.3 ％ ― ％

なし 原 材 料
の 購 入

原材料
仕 入 702,158

支 払
手 形
買 掛 金

135,390
31,598
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